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はじめに
1990年代半ば以降におけるわが国の「社会保障構造改革Jの構想およびそれに基づ
く一連の制度改革に重要なはずみをつけた文書として 1995年 7月4日に発表された
社会保障制度審議会（会長 隅谷三喜男）の「社会保障体制の再構築（勧告）一一安
心して暮らせる21世紀の社会を目指して一一一」（以下 「1995年勧告Jと略記する）を
挙げることができょう。「1995年勧告」において 21世紀の社会保障改革にとって
「第一に重要なことは，すべての国民が社会保障の心，すなわち自立と社会連帯の考
えを強く持つことである」と指摘されていたように，「社会連帯j理念は，社会保障
に関する近年の政府関係文書で頻繁に登場する理念である1）。すなわち，「社会連帯」
こそは「社会保障構造改革jの理念を理解する上でのキーワードであると述べること
ができょう 2）。
「1995年勧告」でも提案されていた介護保険法が 「社会保障構造改革の第一歩」と
位置づけられ， 2000年4月から施行されたことは周知のことといえる。同法は，従来
の措置制度に基づいて行われていた高齢者福祉サービスと 老人保健制度の下で行わ
れていた高齢者医療サービスを結合して 社会保険方式で給付を行う制度である3）。
1 ) 「社会連帯」理念は，「1995年勧告Jのほかにも，主な文書では「社会保障将来像委員会第
一次報告」 (1993年2月11日），高齢社会福祉ビジョン懇談会「21世紀福祉ビジョン」（1994
年3月29日），「社会保障将来像委員会第二次報告J(1994年9月8日），高齢者介護・自立支
援システム研究会「新たな高齢者介護システムの構築をめざしてJ(1994年12月13日），老人
保健福祉審議会「高齢者介護保険制度の創設について（最終報告）J (1996年4月22日）で言
及されている。
2) わが国の社会保障の標準的なテキストのひとつは 「現代の社会保障制度は生存権と社会
連帯という二つの理念によって支えられている」とまで評価するに至っている。そして，そ
の根拠として「社会連帯」理念が「1995年勧告」に言及されている点が挙げられている。武
川正吾（稿）「福祉社会と社会保障」，地主重美・堀勝洋編『社会保障読本［第2版］』（東洋
経済新報社， 1998年）所収， 8-9頁。また「社会連帯」理念については，高藤昭『社会保障
法の基本原理と構造』（法政大学出版局， 1994年）を参照されたい。
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それでは，なぜ，高齢者介護に対して，従来の措置制度に代わって，社会保険方式が
適用されたのであろうか。一般的には，高齢社会の進展により，介護の長期化や家族
介護による限界といった社会的な環境の変化を挙げる説明が，これまでなされてき
た4）。また厚生省サイドの説明では，従来の措置制度がサービスの選択を保障できな
かったという問題点を指摘したり 介護保険によって抜本的な医療保険の改革のため
の前提を作るといった医療改革の一環としての要因が挙げられることが通例であっ
た5）。
しかしながら，介護保険法を支えていると思われる「社会連帯」という理念に着目
して，「なぜ社会保険かjという疑問に答えようとした研究が，肯定的にせよ批判的
にせよ，従来，ほとんどなされてこなかったのが現状ではないであろうか。本稿は，
「社会連帯」の理念に焦点をあて なぜ高齢者介護に対して社会保険方式に基づく介
護保険が提案されたのかを明らかにすることで，同理念がいかなる意味で， 21世紀に
とって重要な理念であるとみなされているのかを明確にし，「社会保障構造改革」の
理念的特質を浮き彫りにすることを課題としたい。
わが国で「介護対策を総合的に検討した初めてのもの」とされる「介護対策検討委
員会Jは， 1989年7月に第l回会合をもち，同年12月14日に最終報告を発表した6）。
この最終報告に，今日の介護保険構想、があったとみることはできないが，国として
「介護」問題を独自に政策課題として取り上げたという事実は重視すべきであろう。
よって，本稿では，以下，第一節で， 1989年以降の『厚生白書』に焦点を当て，厚
3) 公的介護保険に関する研究は，枚挙に暇のないほどであるが，以下のものは有益である。
里見賢治・二木立・伊東敬文『公的介護保険に異議あり』（ミネルヴァ書房， 1996年），相津
興一『社会保障の保険主義化と「公的介護保険j』（あけぴ書房， 1996年），伊藤周平『介護
保険j（青木書店， 1997年），同『介護保険と社会福祉j（ミネルヴァ書房， 2000年），同『介
護保険を聞いなおすj（ちくま新書， 2001年），日本社会保障法学会編『講座 社会保障 医
療保障法・介護保障法』（法律文化社， 2001年）
4) たとえば，栃本一三郎『介護保険』（家の光協会， 1997年）の「第l章介護保険入門」
を参照されたい。
5) このような説明の例としては，『平成9年 厚生白書』 175頁，を参照されたい。周知のよ
うに厚生省は， 2001年から厚生労働省として新たに発足したが，本稿が対象とする介護保険
法に関する論議およびその施行は厚生省時代のものであるため，以下，基本的にすべて厚生
省と呼称することとしたい。
6) 『平成元年厚生白書』では，「介護対策検討委員会jの最終報告を受けて，「お互いに無
理を重ねる家族だけによる介護Jから「在宅サービスを適切に活用する家族介護」への転換
を図ることを提唱していた。この時点でも 基本は「家族介護Jであるという厚生省の見解
は，「介護保険」構想とは段階を異にするといえよう。前掲書， 30-31,378頁。なお，栃本に
よれば，この委員会で「介護保険の方向を明確に持っていたのは l～2の委員Jしかいなか
ったということである。栃本，前掲書， lll頁。
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生省が高齢者問題と関連させて どのような高齢者観や政策ビジョンを持っていたか
を明確にする。これは，介護保険法成立以前においても，同白書の中で指摘されてい
た「社会連帯J理念が，高齢者問題とどのように関連づけて論じられていたかを確認
するためであり，同時に，その時点で「社会連帯」がいかなる内容を持った理念であ
ったのかを明確にするためである。次に第二節では 「社会保障将来像委員会第二次
報告」（以下，「第二次報告jと略記）や「新たな高齢者介護システムの構築をめざし
て」（以下，「システム研究会報告Jと略記）で相次いで発表された「介護保険J構想、
を取り上げ，具体的な介護保険プランが，どのような根拠に基づいて提案されたのか
を確認し，その当否を吟味する。最後に，第三節では， 1996年の「高齢者介護保険制
度の創設について（最終報告）J（以下，「最終報告」と略記）を参照して，介護保険
の提案と関連して重視された「社会連帯」理念が，介護保険法案の制度設計過程でど
のように活かされていたのかを明らかにして，本稿の課題に迫ってみたい。
言うまでもないことだが 『厚生白書』には，介護保険法成立以前から，高齢者問
題に対する厚生省の見解が示されていた。本節では， 1989年以降の『厚生白書』にお
ける高齢者観や政策ビジョンを概観して 介護保険法成立以前において，高齢者問題
およびそれに関連する諸課題を厚生省がどう把握していたかを明らかにしてみたい。
また，介護保険法以前においても『厚生白書Jで言及されていた「社会連帯j理念
が，どのような内容であったのかも併せて確認することにしよう 7）。
介護保険法の成立が具体的な政治日程に上っていた『平成8年版』では，「国民の
高齢期の生活に関する最大の不安は，病気や介護の問題になっているjと指摘され，
介護問題が焦眉の課題となっているという認識が示されていた。まず，ここで留意し
7) 『平成11年厚生白書』でも指摘されているように，「社会連帯Jは社会保障制度審議会の
著名な「1950年勧告Jでも，国民が依拠すべき理念として言及されていた (16頁）。しか
し，「1950年勧告jが憲法25条に基づき，生活保障に対する国家責任を明確にしていたとい
う点で，以下論じるように今日の「社会連帯」理念とは大きく意味が異なっていたといえよ
う。戦後すぐの時期の「社会連帯j理念の合意は， 1949年に同じ社会保障制度審議会から発
表された「社会保障制度確立のための覚え書」を参照すれば，一層明瞭になってくる。すな
わち「老人，寡婦，孤児，身体障害者その他の生活困窮者に対する公的扶助の制度は，社会
連帯の観念により一層拡充強化する必要がある」と。ここでは，社会連帯＝公的扶助という
理解が示されており，換言すれば，憲法25条の立場こそ，当時の社会連帯の理念であったと
みることができるのである。社会保障制度審議会『社会保障制度に関する勧告および答申
集』（1970年） 2-19頁。
6 例教大学総合研究所紀要別冊 介護保険の施行とその課題
ておきたい点は，厚生省が介護が必要となる高齢者を，決して「社会的弱者」とみな
していたのではなく，今日ではむしろ「豊かなJ人々であると位置づけていた点であ
る。簡単に，厚生省の「高齢者観」を以下，概観してみたい。
『平成2年版』では，「「豊かな老後世代jの現出」という見出しを掲げ「平成3年
は，昭和36年の「国民皆年金」スタートから30年目に当たり，国民年金制度が当初予
定していた25年間の受給資格期間を満たして 満65歳に達する本格的な老齢年金受給
者が発生することとなるjとし「「豊かな老後」を過ごすことのできる基盤をもった
高齢者層が広範に現出する」と指摘されていた。第二次臨時行政調査会の影響によっ
て，『厚生白書』でも，それまでの高齢者＝社会的弱者という高齢者観が影をひそ
め，「老人の生きがいを高めたり，老人の能力を活用」（『昭和60年版』）すべきだとす
る主張が，繰り返されるようになったのは， 1980年代前半からであった8）。
しかしながら，高齢者の「豊かさ」を具体的にかつ積極的に強調するようになった
のは，うえで見た「年金の成熟」と腫を接した「平成」の時代に入ってからであると
いえよう。ただし，唐鎌直義によれば老齢年金受給者全体の49%を占める国民年金
の受給者は， 1997年現在で月額わずか4万円強という低い給付額しか受けていない。
また比較的受給額の高い，男性の厚生年金受給者をみても，年金の月額は7万円から
30万円を超えるところまで，ほぼ同じ2～3%の比率で均一に分布している，とされ
ている。つまり，男性の厚生年金受給者であっても 年金受給額に大きな格差がある
のである9）。すなわちこれらの事実から，厚生省による「豊かな」高齢者像は，現実
とはかなりかけ離れたイメージであると主張することができょう。
介護保険法成立以前においても 『厚生白書』で 「社会連帯」理念が取り上げられ
ていたことは注目に値する。同白書において，高齢者問題と「社会連帯」理念の関連
8) たとえば，「高齢化社会を支える社会保障をめざして」という副題を持つ『昭和57年 厚
生白書』では，「例えば，老後の備えについて考えてみよう。個人の努力で対応しようとす
れば自分自身が何歳まで働けるか，退職後何歳まで生きてるか また遺族がどうなるかとい
う不確実な想定の下に，長い期間にわたって貯蓄を行う必要があり，また，その実質価値を
維持しなければならない。しかし，これを個人で確実に行うことは実際上困難であろう。ま
た，老後生活に入って貯蓄を取り崩す時期においては，経済成長の，恩恵、を受ける余地は小さ
くなるJ(9-10頁）と，高齢者の，とりわけ経済的に困難な点が指摘されていた。ところ
が，第二次臨時行政調査会の「最終答申J（昭和58年3月14日）が出た直後の『昭和58年
厚生白書一一新しい時代の潮流と社会保障一一一jでは，「老人，障害者などかつては経済的
弱者だ、った者に対しても，今や年金制度など所得保障が充実されてきているJ(105頁）と，
一年で高齢者に対する評価を一変させていた。
9) くわしくは，唐鎌直義『日本の高齢者は本当にゆたかかj（萌文社， 2002年）を参照され
たい。
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がどう描かれていたかを探究すると，「1995年勧告jの先取りとも思える「社会連帯」
理念への言及が『平成3年版』で行われていたことがわかる。『平成3年版』では，
「高齢者」は豊かな人々であるという点が強調された上で そのような「平均J的に
「豊かな高齢者jは，「自立した個人として画一的な物事に飽き足らず，豊富な選択肢
を求め，そこから自らのライフスタイルを選び，創造していこうとするJ人々である
と論じられていた。そうすると，このような高齢者の消費の特徴は，福祉サービスに
も適用されよう。「比較的画一的になりがちな公的サービスよりも，より快適で自分
のライフスタイルや価値観に合ったサービスを民間市場から対価を支払って選択し，
満足を得ている人々」がすでに存在しているのだと，厚生省は把握するに至ったので
ある。
『平成3年版』は，従来の「保健医療・福祉」は「障害者，母子家庭，高齢者」と
いった「支援を必要としているj限定的な人々を対象としていたが，今日では，「す
べての国民が対象Jとなったのであり 「国民すべてによって支え，発展させられる
べき「自分のもの」になったjのだと結論づけた。「他人の問題を自分の問題として
も認識する社会連帯の本当の基礎」が これによって確立したといえるのである。こ
こから社会保障が「自分のもの」であるのなら 社会保障負担についても「国民全体
が連帯して負担することが必要である」とする論理に帰結する。このような論理によ
って，社会保障は，対象も主体もそれを支える費用も，すべて「国民」が連帯して担
うべき施策と，厚生省によって位置づけられることになったのである。そして「国
民Jの中に，高齢者自身が含まれていたことは言うまでもない。 1990年代の『厚生白
書』は，一方で「高齢者を一つの同質集団として考えることは適切ではなく，かつ危
険であるJ（『平成9年版』）という評価をしながら，他方で，所得の面に限っては高
齢者の「平均」に固執し「豊かなJ高齢者像を 繰り返し論じていたのである。すな
わち，先にもふれたように，高齢者間の所得格差には目をつぶり，「参加jという名
のもとに，高齢者自身の経済的負担を当然視するようになったのも，「社会連帯」理
念のー特質であったと言うことができるのである。
以上のように見てくると 『平成3年版』で「社会連帯」理念に関連して展開され
ていた論理は，一見すると「保健医療・福祉」が国民の身近な存在になったかのよう
に論じながら，実は，社会福祉等の「向上及び増進に努めなければならないj国の存
在にはまったく言及せず，「他人の問題を自分の問題jだと認識し，ボランティア活
動も含めた「参加」ゃ「貢献」を国民一人一人に呼びかける内容であったと結論づけ
ることができょう。そればかりではない。保健医療・福祉の対象が「すべての国民」
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であり，かつ，とりたてて貧しい階層が存在していないのであれば，それらのサービ
スを提供するのも「公的サービス」に限定する必要はないという論理に発展する。つ
まり，ここでの「社会連帯」理念は，高齢者が「民間市場」においてサービスを積極
的に「選択」できる「サービス供給システムの多様化Jを合理化するための理念とし
ても活用されたと言えよう。
以上，本節はまず， 1989年から介護保険法成立までの時期の『厚生白書』に焦点を
当て，厚生省が介護問題の前提である高齢者問題や政策について，どのような認識を
持っていたかを明らかにした。 1980年代前半以降，厚生省は高齢者は社会的弱者では
ないとする立場をとっていたが， 90年代以降は「年金の成熟」とともに，むしろ豊か
な存在であるとする見解をとるようになった。そして，このような高齢者観は，介護
保険法以前にも言及されていた 社会保障は「すべての国民」にとって「自分のも
のjになったという厚生省の「社会連帯j理念を支えることになったと指摘できょ
う。社会保障が「自分のものjになったのだから，社会福祉等を「向上及び増進に努
めなければならないJ国の責任を不問にし，「国民全体Jで支えることを求めた理
念，これが1990年代前半の「社会連帯j理念であった。それでは，本節で明らかにし
た「社会連帯J理念は 1994年以降明確になった具体的な介護保険プランの登場を受
けて，変容したのだろうか。この点については，本稿の最後にふれることとして，そ
の前に，介護保険はどのような根拠に基づいて提案されていたのか，その内容の確認
と評価を節をあらためて行ってみたい。
本節の課題は， 1994年の「第二次報告」および「システム研究会報告jで相次いで
発表された社会保険方式による「介護保険」構想を取り上げ介護保険の提案の根拠
を確認し，その当否を吟味することである。ただし，精粗の違いはあるものの，内容
的にはきわめて似通っているため 以下では 両報告を一括して扱うことをあらかじ
めお断りしておきたい。「システム研究会報告」の第二章「新介護システムの基本理
念一一高齢者の自立支援－Jのなかに「社会連帯による支え合いjが見出しとして
掲げられていた。本稿の課題と直結している論点であるので，まずここで，何が語ら
れていたのかを明確にして本節の分析をはじめてみたい。
「社会連帯による支え合い」では，冒頭に，当時，介護の必要な高齢者が約200万人
にのぼり，それが，平成12年には280万人，平成37年には520万人に増加すると介護問
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題の緊急性が指摘されていた。そして，このような介護の問題は，決して特別のこと
でも限られた人の問題でもないという認識が示され「各人が自助努力であらかじめ備
えることは一般的には期待できない」と指摘されていた。このような問題は，「シス
テム研究会報告」によれば「普遍的なリスクjだからである。したがって，「介護問
題を社会的に解決していくためには，個人の自立と尊厳を基本にしながら，社会全体
で介護リスクを支え合うという「リスクの共同化Jの視点が必要である。」そのため
には，「社会連帯を基本とした相互扶助である「社会保険方式」に基礎を置いたシス
テムによってカバーされることが望ましい。」ここに 社会保険方式による介護保険
の提案がなされた。
ただし，「リスクの共同化」という視点が「自助努力」を否定していたのではなか
ったという点は留意されたい。むしろ，「リスクの共同化」は，高齢者自身の「自助
努力」を暗黙のうちに，前提条件として位置づけていたといえよう。「第二次報告J
には「連帯とは頼りもたれ合うことではなく 自分や家族の生活に対する責任を果た
すと同じように自分以外の人にも思いやりを持ち，手を差し延べることである。それ
だけに，高齢者もできる限り自分のことは自分でできるよっ，健康，生活の確保に努
めることが若い世代の理解につながるjと指摘されていたのである。
それでは，介護に対して，なぜ「社会保険j方式が望ましいと評価されたのであろ
うか。「システム研究会報告」では，主に措置制度との対比，「第二次報告」では，民
間保険との対比で社会保険方式の“メリット”が語られていた。以下，それぞれの主
張をまとめて，介護保険の提案の根拠を吟味してみたい。
「システム研究会報告」では「介護サービス利用の面」と「費用負担の面jから，
措置制度に対する社会保険の“メリット”が述べられていた。「サービス利用の面J
でみると，「公費（措置）方式の場合は，行政処分としてニーズや所得等の審査に基
づき行政機関がサービス利用を決定する」のに対して，社会保険方式では，サービス
利用が「利用者とサービス提供機関の間の契約Jに基づいて行われるため，「高齢者
の選択」という観点からみて「よりふさわしいシステムJなのである。「措置から契
約へjという，その後よく知られることになる論理である。また「サービス受給の権
利性」という点から見ても 社会保険方式は「措置制度と比べると保険料負担の見返
としてサービス受給が位置づけられているため，利用者の権利的性格が強くJサービ
ス利用がしやすいといっ点が挙げられていた。
「費用負担の面」からみても，公費方式に比べて，社会保険方式でが「保険料の使
途が介護費用に限定されているため，保険料負担とサービス受益の権利の対応関係が
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明確であるj点が“メリット”である。さらに，「利用者負担のあり方Jからみて
も，措置制度では「所得に応じた負担（応能負担型の費用徴収システム）である」の
に対し，社会保険方式では「受益に見合った負担（応益負担）となる。」つまり高齢
者は，「自らの意思」に基づいて多様なサービスを選択するため，「応益負担jの観点
から，利用したサービスの費用の一定率や一定額を負担することが「適当Jであると
考えられる“メリット”が指摘されたのである。
以上，「システム研究会報告jにおいて措置制度と対比されて語られた社会保険方
式の“メリット”をまとめてみた。ここでは，社会保険方式は必ず「応益負担Jであ
るかのように主張している点がきわめて誤解を招く表現であるという点だけを指摘し
ておきたい。その他の主要な論点に対する本稿の評価は 「第二次報告jでの主張を
整理した後にまとめて行うこととし 民間保険との対比で主張された社会保険方式の
“メリット”に目を転じてみよう。
「第二次報告」によれば，民間保険と比べて「介護保険」には次の二点の“メリッ
ト”がみられた。「第一に，社会保険は，加入が自由な民間保険と異なり，国民全体
の連帯を可能にする強制加入を特色としている。第二に，社会保険は，個人に掛け金
と運用益を給付として支払う民間保険とは異なり，国民の連帯に基づいて，給付の確
実性，実質価値維持を公的制度として保障することを特徴とし，所得再分配による国
民生活の平等化，安定化に寄与している。」と。まず，この一点目には，「国民全体の
連帯」を示すためには 社会保険の強制加入原則こそ不可欠であるという理解があっ
たといえよう。ここから 前節でもみたように「高齢者」も例外的な存在と認めず，
かれらからも強制加入により保険料を徴収することが可能となる点が，社会保険の
“メリット”であった。
上の引用における社会保険の第二の“メリット”は 保険技術の面から説明できょ
う。一般に，民間保険は，「給付・反対給付均等の原則」，「収支相当の原則」があて
はまるとされるが社会保険は必ずしも それらの原則にはあてはまらない。先の引
用は，むしろ「あてはまらない」ことによって，（強制加入の）国民に大きな利益が
もたらされると「第二次報告」がみなしていたことを示す一節であった。たとえば，
前者の原則に反して，社会保険は，応能負担原則を採用したり，保険料の一部が事業
主によって負担されることがある。そうすると，給付と拠出が対応しないばかりか，
拠出以上に給付を受けることもあると考えることが可能であった。このように，社会
保険は民間保険とは異なり，「所得再分配j機能をもっている。また，社会保険は公
的制度であるため，「給付の確実性Jや物価スライド制によって「実質価値」の維持
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も可能となるわけである。
以上，「システム研究会報告」，「第二次報告Jの主張に忠実に「介護保険jの提唱
の根拠を示してみた。しかし，両報告の示した根拠に説得力があるかどうかは，また
別の問題である。ここでは，以下，三点にしぼって，これらの根拠に疑問点を挙げて
みたい。
まず，「普遍的なリスク」という理解には，大いに疑問があると言わざるを得な
い。例えば『平成7年 厚生白書Jによれば，平成5年現在， 65歳以上の高齢者数1690
万人のうち，約200万人（約12%）が何らかの介護を要すると推定されていた10）。同
『12年版』にも， 2000年で，約13%の高齢者が要介護状態になることが予想されてい
た1）。つまり， 65歳以上の高齢者に限定しても，そのうちの12～13%程度の高齢者
しか，「要介護の状態になる可能性」がないことが厚生省によって認められていたの
である。 12～13%の高齢者しか該当せず，残りの90%弱の高齢者が，介護サービスを
受ける必要がないという事態は 決して社会保険の「システムに馴染む」とは言えま
い。ここでは，介護保険構想、が要介護高齢者の存在に対する，意図的かどうかは別に
して，誤った事実認識から導き出されたのだという点を，従来の多くの研究と同様
に，指摘しておきたい12）。
第二に，社会保険方式が保険料負担とサービス受益の対応関係が明確であるという
主張にも，大きな疑義がある。両報告の段階では，まだ要介護認定の具体的な手続き
は明瞭には示されていなかったが それがなくとも 負担とサービスの対応関係が明
確であるという主張は根拠が薄弱である。それは 先に述べた社会保険の技術の面か
ら主張できる13）。すなわち 社会保険は「給付・反対給付均等の原則jがあてはま
らないと主張されている まさにその点が，二点目の主張の根拠を掘り崩しているか
らである。つまり，わずか12～13%の高齢者しか介護サービスを受けることにならな
いという事実は，「負担とサービス」の対応関係が両報告の主張とは逆に，不明確と
なり， 90%程度の高齢者の保険料は「掛け捨てJとなることを示唆しているのであ
る14）。その後具体化され，現に介護保険法の下で進められている要介護認定が，負
10) 『平成7年厚生白書J193頁o
11) 向上『平成12年j60頁。
12) たとえば，伊藤，前掲『介護保険を問いなおす』 33-34頁，を参照されたい。
13) 以下の整理は，『平成11年厚生白書』 37-41頁，による。
14) 岡本祐三は，「各個人の一生でみた場合 なんらかの介護が必要となる可能性は約5割と推
定されているjとして，介護保険が「掛け捨ての保険」ではないと主張している。岡本祐三
『介護保険の教室』（PHP新書， 2000年） 47頁。しかし，この「推定」は，すべての人が85ノ
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担とサービスの対応関係が不明確であることを一層白日のもとにさらしたという点
は，つけ加えるまでもないであろう 15）。
社会保険は負担とサービスの対応関係が明確であるから，ニーズの増大に対して量
的拡大・質的向上を図りやすいという主張が，二点目の系論として，両報告に指摘さ
れていた。最後に，この点に言及して本節をむすんでみたい。この主張は端的にいう
と，公費は簡単には増やせないが，社会保険料の改定，すなわち引き上げを行いさえ
すれば，増大する「ニーズ」に対応したサービスの原資を確保できるという発想に基
づいている。現に進行している来年度（平成15年度）の介護保険料改定作業によっ
て，「ほとんどの自治体で保険料が上がるJ16）と予想されているように，社会保険方
式に基づく介護保険は，一方では，公費負担を節減しつつ，他方では，高齢者をはじ
めとした国民に対して過重な経済的負担を強いる制度であると指摘できるのである。
以上，本節では，「システム研究会報告」，「第二次報告jにおいて，措置制度およ
び民間保険それぞれとの対比で語られていた 社会保険方式による「介護保険」の
“メリット”の根拠を吟味し，併せてそれらに対する本稿の評価を述べてみた。両報
告には，前節でみた「豊かな」高齢者像が前提となって，社会保険方式により，かれ
らの福祉サービスにおける「選択Jが可能となるという論理が介護保険の提案の根底
にあったと指摘できょう。このような「選択jを保証するために，高齢者自身による
経済的負担が当然視されたのである。しかも，介護は「普遍的なリスクJであるため
に，社会保険という「国民全体の連帯を可能にする強制加入」の制度によって対応さ
れなければならないと主張された。このように見るならば両報告は社会保険と「社
会連帯jをほぼ同義で使用していたとみることができょう。あえて整理するならば，
前者は制度で後者はそれを支える理念といっ関係に立っていたのである。
しかしながら，介護に対して社会保険方式を適用することは，無理があると本稿は
評価した。なぜなら，先にも指摘したように，介護保険は「誰もかなりの確率で要介
＼、 歳以上まで存命すると仮定して算出された「推定」であり まったく誤っている。
15) 石田一紀・住居広士『納得できない要介護認定』（萌文杜， 1999年）また，要介護認定に
関しては，『平成14年 厚生労働白書』で，「要介護認定のあり方の検討」として「要介護認
定については，施行後，一次判定（コンビュータ判定）について痴呆性高齢者の介護度が低
く評価されているのではないかなどの指摘が寄せられていた。」（241頁）と，「客観的Jに記
されていた。しかし，そのような指摘を受けて，厚生労働省が要介護認定ソフトの改訂版を
作成し， 2003年度から使用することを決定したのだから，同省自身が要介護認定に大きな問
題があったことを事実上認めたことになるのである。
16) 『朝日新聞』 2002年10月9日付け。なお京都市では，現行の 1号被保険者の保険料月額
（標準額）2958円を，次年度に3984円に，一気に1000円以上引き上げる方針を固めた。同， 2002
年10月24日付け（京都版）。
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護状態になる可能性がある」（「第二次報告J）というきわめて薄弱な根拠に基づいて
提案されており，そのために，かえって社会保険方式の不明瞭さが浮き彫りになった
からである。とはいうものの，多くの疑問があるにもかかわらず，社会保険方式によ
る介護保険が提案されたのは，介護に対して「社会全体で介護リスクを支え合う」こ
と，すなわち両報告によって期待されている「社会保障の心」＝「社会連帯Jが，介護
保険に体現されていたからであるといえよう。それでは，具体的な介護保険法のどの
ような制度によって，「社会全体で介護リスクを支え合うJことが可能とされたので
あろうか。次節で明確にしてみたい。
本節は， 1996年の「最終報告Jを参照して，「社会全体で介護リスクを支え合うJ
という「社会連帯」理念が 介護保険法案の制度設計過程のどのような点にみられる
かを明確にすることを課題としたい。老人保健福祉審議会は1995年2月に第1回総会
をもち，同年7月26日に「中間報告 新たな高齢者介護システムの確立について」を
発表し，翌1996年4月22日に「最終報告」をまとめた。とりわけ「最終報告」は，多
くの点で複数案併記にとどまっていたものの，介護保険法案の作成にあたって，同審
議会内でどのような議論が行われ その議論がどのような方向でまとめられていった
のかを知ることができる有益な情報を提供してくれているといえよう。以下では，そ
のすべてに立ち入って論議することができないので 「社会連帯j理念に密接な関係
をもっと思われる「被保険者及び受給者j，「介護保険料J，「民間セクターの役割J,
「公費負担」にテーマを限定して，本節の課題を果たしてみたい。
「被保険者及び受給者jに関しては「被保険者については，受給者の範囲と一致さ
せるという考えを中心に議論がされた。jこの考えに従えば 「65歳以上の高齢者を被
保険者とし，保険料負担を求めることが適当」であろう。しかしながら，介護保険の
「被保険者」を高齢者に限定すると かれらの保険料がきわめて高額になることが予
想でき，介護保険の実現が困難になる。そこで「社会連帯」理念が登場するのであ
る。
すなわち「高齢者介護の社会化は家族にとっても大きな受益であることから，社会
的扶養や世代関連帯の考え方に立って，若年者にも負担を求めることが考えられるJ
というわけである。しかし 「給付のない負担を求めることについて若年者の理解が
得られないのではないか」という当然の危慎も「最終報告Jの中で示された。むし
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ろ，「若年者の介護サービスについても社会保険化し， 20歳以上のすべての者を被保
険者として保険料負担を求め 給付も行うこととすべきであるとの意見」すら出てく
るのも，ある意味では きわめて自然な反応であったといえよう。しかし，周知のよ
うに 2号被保険者は40歳以上と規定されたように，ある意味では分かりやすいこの
「意見Jは，採用されなかった。
「最終報告jを読むかぎり，介護保険プランが，給付の対象はあくまでも「高齢者」
であり，「障害者Jを想定していなかったからであると指摘できょう 17）。しかし，
「高齢者jのみに保険料負担を求めると，財政的には困難となるから，「自らの老後や
老親の介護が現実的問題と感じられるようになる40歳以上」を被保険者に組み入れる
という「意見jが採用されることとなったと推測できる。被保険者と受給者の範囲の
対応関係をいかにすれば明確にできるかという課題が ここでは論点がすりかえら
れ，保険料収入の確保のためだけに，「老親の介護Jが“実感できる” 40歳以上の者
を被保険者に組み入れるという，根拠のないプランが浮上したといえよう。前節でみ
た，社会保険方式の不明瞭さが，ここにも現れており，「社会連帯」理念がこのよう
な不明瞭さを糊塗するために利用されていたことが明らかである。しかし裏返して言
うならば，「社会連帯」理念は，「国民j負担を強要する便法としてきわめて有効であ
った。この点は，次の「介護保険料」における議論にもみることができる。
社会保険方式といっても 医療保険とは別体系とする「独立型」と医療保険と一致
させる「医療保険一体型」とが考えられ，「最終報告jでは両者の検討がなされた。
結局，現行の介護保険法は，「独立型jとなったのだから，同報告の「独立型jを支
持する主張は参考に値しよう。そのひとつとして，「介護保険料を医療保険と同様の
方法で設定すると，被用者保険の高齢被扶養者は保険料を直接には負担しないJとい
う主張があった。この主張は，介護保険では高齢者自身が保険料を払って自らの責任
を果たすべきだという「社会連帯J理念が反映していたといえよう。ところが，介護
保険法132条では，世帯主と配偶者は保険料納付において連帯責任を義務づけられる
ことになったのである。このような“変則”的扱いは，「最終報告」でも「徴収の確
実性を期するため，世帯主及び配偶者を連帯納付義務者とするjと支持されていたの
である。高齢者自身の負担を求めるという「社会連帯」の理念に従えば，保険料負担
17) 障害者福祉制度は， 2000年6月に「社会福祉の増進のための社会福祉事業法等の一部を改
正する等の法律jが成立したことに伴い，従来の「措置制度jから「支援費制度jに， 2003
年4月から移行することになった。これも，介護保険法にみられた「措置Jから「契約jへ
の大きな動きのひとつとみなすことができょう。
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が「個人単位Jになるのは必然であるが，“徴収もれ”を防ぐために世帯主や配偶者
に保険料納付における「連帯責任jを義務づけるというのは 基本的には一貫してい
るとはいえまい。しかし，これも 「社会全体で介護リスクを支え合うJのが「社会
連帯jであるとみるならば，必ずしも矛盾しているとは言えないであろう。
第一節でもみたように，「豊かなj高齢者が，民間市場において福祉サービスを積
極的に「選択」できる「サービス供給システムの多様化」を促進することも，「社会
連帯J理念の重要な要素であった。「最終報告」でも「民間の営利・非営利の事業主
体が介護サービス提供機関となることが考えられる」と，高齢者介護サービスの提供
主体のひとつとして，民間の事業者が挙げられていた。それだけではない。「民間セ
クターの役割」についてでは 「介護保険制度の介護給付として標準的に行われる
サービスを超えるサーピスjである「上乗せ」や「介護給付として行われるサービス
メニュー以外のサービス」である「横だしJの提供も，民間事業者に期待される「役
割Jであると，同報告で指摘されていたのである。すなわち「介護保険法Jに基づく
介護サービスの提供を限定することで，高齢者が「上乗せ」や「横だし」を必要とせ
ざるを得ないような二段階に制度設計することが 「社会連帯」の促進にとって不可
欠であったと言えるのである。
最後に，「公費負担」に関する「最終報告Jの議論を参照して，本節をまとめてみ
たい。社会保障の財政方式が社会保険方式と公費負担方式に大別されることは周知
のことであろう。とはいっても 社会保険方式といいつつ，わが国の場合であれば，
国民健康保険において給付費の約1/2が公費によって賄われているように，ふたつの
財政方式が財源によって画然と区別されることが困難な場合もある。介護保険もまた
そうである。現行の介護保険法では，利用者負担を除く介護保険給付費のうち，半分
が国（25%），都道府県（12.5%），市町村（12.5%）から公費として負担されてい
る。「最終報告」でも「公費負担は，社会全体で必要な費用を支え合うという制度の
基本的あり方を踏まえ……介護給付費の1/2を基本とする意見が多数」であったこと
が記され，同法案にも，この「意見」が採用された。
しかしながら，これまでみてきたように，一連の政府関係文書はおしなべて，公費
方式に対する社会保険方式の“メリット”を強調し 社会保険方式による介護保険を
提案していたのである。介護サービス基盤整備や低所得者対策のために，公費負担を
“正当化”する議論が「最終報告」にも紹介されていたことは確かであるが，介護給
付費のうち半分が公費で負担されることになったという事実に本稿で見てきた厚生
省等が，社会保険方式に固執してきた事実とは，整合的に理解できるのであろうか。
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先に言及したように，社会保険財政に公費が組み入れられていることは，わが国の場
合，むしろ通常の形態であるといえるかもしれない。しかし，だからといって，介護
保険の場合も，従来のそれと同様な性格のものであるとは決して見ることはできな
い。なぜなら，介護保険における l号被保険者の保険料は 高齢者に特定して賦課す
る社会保険史上初めての社会保険料であったからである。介護保険は，従来の社会保
険とは段階を画する社会保険であった。
本稿はうえの事実を整合的に理解するためには 「社会連帯J理念こそ鍵になるの
ではないかとみている。すなわち 先に引用したように公費は「社会全体で必要な費
用を支え合うという制度の基本的あり方」を踏まえて “正当化”されたのである。
ここに，ポイントがある。この「基本的あり方」こそ，本節が論じてきた介護保険法
下の「社会連帯」理念であった。つまり 社会保障の費用を「社会全体で支え合うJ
という場合の「社会」には，介護保険であれば，高齢者自身，「連帯納付義務者」，
「2号被保険者」，（2号被保険者の）「事業主Jにとどまらず，国（都道府県や市町村
を含む）自体も“並列”的に構成要素の一存在として数え上げられていたのである。
ここに至れば，社会福祉等を「向上及び増進に努めなければならないj国の責任は
きわめて限定的なものに変質し 介護保険法においては ひとりひとりの高齢者と国
は，制度を「支え合う」「社会Jの“一員”という点では，同じ責任を担っていると
いう主張が，「社会連帯」の名のもとに行われることになる。ここに，「社会連帯」理
念の新たな段階，あるいは「無理」な発展が読み取れよう。このような「無理」を伴
って変容した介護保険法下の「社会連帯J理念こそ，一方では，不明瞭な社会保険方
式を支えると同時に，他方では，国，都道府県，市町村が介護給付費の半分を公費と
して負担することを合理化した理念的根拠となったのである。国が一元的に責任を負
うのではなく，高齢者自身を含めた「国民」自らの責任で，社会保障に対する財源を
含めた施策を支え，発展させることが「社会連帯jの理念であり，これが体現されて
いたからこそ，社会保険方式による介護保険が強力に推進されたのである。
以上，本節は，「最終報告」を参照して，「社会全体で介護リスクを支え合うJとす
る「社会連帯」理念が，介護保険法案の制度設計過程にどのように具体的に活かされ
たかを，「被保険者及び受給者j，「介護保険料J，「民間セクターの役割J，「公費負担」
に限定して，明らかにした。ここで明白になったことは 介護保険法下の「社会連
帯」理念が，不明瞭な社会保険方式を支える理念として重要な役割を果たしていたと
いう点である。「2号被保険者」を組み入れたこと かれらの年齢を40歳以上と規定
したことは，その証左である。また「社会連帯jは，社会保険料の“徴収もれ”を防
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ぐことや，民間市場の拡大を支えた理念であったことも本節で明らかにした。
最後にもう一度強調したい点は，「公費負担」に関してである。社会保険方式によ
る介護保険の提案は，確かに第一節で論じてきた「社会連帯」理念を体現していたも
のであったということができょう。しかし，ある意味では，不明瞭な社会保険方式を
支えるためのものであったにせよ，「公費負担jをそこに組み入れざるを得なかった
制度設計は，介護保険法下の新しい「社会連帯j理念によってもたらされたのだと指
摘しておきたい。同理念によって，社会保障制度における「公的責任jが，ひとりひ
とりの高齢者の「自己責任jと大差ないものと読み替えられたのである。なぜなら，
介護保険法下の「社会連帯j理念によって，国はもはや社会福祉等の向上に責任を負
う存在ではなく，社会保険方式において，ひとりひとりの高齢者と同じ立場で，社会
保険を「支え合う」存在でしかないと自己規定していたからである。すなわち「社会
連帯jの「社会Jとは，「国民」によってのみ構成されているのではなく，国もその
一構成員に過ぎなかったのである。これこそが，「社会全体で介護リスクを支え合うj
とする介護保険法下での「社会連帯J理念であったといえよう。
むすびにかえて
本稿は，高齢者介護に対して，なぜ社会保険方式に基づく介護保険が提案されたの
かについて，「社会連帯」理念に焦点をあてて解明してきた。そこで最後に，本稿で
明らかにしてきた点を振り返りながら，「社会保障構造改革jの理念的特質とはどの
ような点であったのかを明確にして，むすびにかえてみたい。
これまで論じてきたように，「社会連帯jは，介護保険法成立以前の時点でも，『厚
生白書J等で取り上げられていた重要な理念であった。その「社会連帯」理念を根本
のところで支えていたのが，「豊かな」高齢者像であったことは，絶えず念頭に置か
れねばならない点であろう。厚生省は，「平成」以降，「年金Jが「成熟」したとみな
し，高齢者はかつての「社会的弱者jではなく，「豊か」になったのだと繰り返し主
張していたのである己この「豊かなJ高齢者像こそ，「社会連帯j理念を根本のとこ
ろで支えていたといえよう。これによって，厚生省は，基本的に社会の中には「貧し
い」階層が存在しなくなったとみなすことができた。とりたてて「貧しい」階層が存
在しなくなったのであれば，社会保障の財源および供給を国が一元的に責任を負う根
拠はなくなるのである。とうとう社会保障は，“国民みんなのもの”になった。これ
が「社会連帯J理念のもっとも基底部分の理解であったといえよう。同時に，「社会
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連帯」理念によって，社会保障におけるサービス供給に関しても国の責任が軽減さ
れ，「民間市場jに大きく開放される契機ともなったのである。以上のような理解
が， 1990年代前半までの「社会連帯j理念の内実であったといえよう。
今日の時点であっても，「社会連帯」理念の基本枠組みは上記のようなものであ
る。しかし，その枠組みを前提としながらも，介護保険の提案によって，「社会連帯」
理念は新たな段階に入ったのではないかといえよう。それは，最後に言及したよう
に，介護に対して社会保険方式に基づく介護保険を提案するということ自体に無理が
あったことを糊塗するために 「社会連帯」理念が新しい内容を持たざるを得なくな
ったからである。すなわち，不明瞭な社会保険方式を支えるために，「公費負担Jを
そこに組み入れていたことに，介護保険法下の「社会連帯j理念の変容を指摘できる
のである。つまり 現段階での「社会連帯」理念は 社会保障制度における「公的責
任jを，ひとりひとりの高齢者の「自己責任Jと大差ないものとみなしているのであ
る。同理念によって，国はもはや社会福祉等の向上に責任を負う存在ではなく，社会
保険方式において ひとりひとりの高齢者と同じ立場で社会保険を「支え合うj存
在でしかないと自己規定していたといえよう。これこそ 「社会保障構造改革」の理
念的特質であったといえるのである。
しかしながら，「社会連帯」理念の根本部分を支えていた，「豊かなj高齢者像は，
現実とはかなりかけ離れたイメージであった。さらに 高齢者介護に対して社会保険
方式が適当であるとした根拠のひとつとして 「介護リスクjが「普遍的なリスクj
であるとした点が挙げられていたが，これも誤った事実認識であった。にもかかわら
ず，本稿で論じてきたように，厚生省等は現実を歪めて理解し，それに基づいて根拠
のない制度設計を行うために，「社会保障構造改革jの理念である「社会連帯J理念
を十全に活用してきたのである。このようにみてくると，「社会連帯」理念は，今後
とも，社会保障に対する「公的責任」の後退と，それに対応して増大する国民負担の
強要を図るために，厚生省等によって利用され かっそのために多様な変容をみせる
理念であるといえるのではないであろうか。
〔付記〕
本稿は， 2002年11月10日に脱稿されたものだが，「編集上の都合」で， 2年以上も公表が遅れ
た。この間の「介護保険法jに関わる多様な見直しなど，本来であれば追加して言及すべきだ
が，筆者には時間的な余裕がなく，それができない。お詫びしたい。
